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本稿は張世秋教授の中国語 Working-paper に基づき、日本語訳と注を付した。中国語原

文、および英語翻訳は、それぞれ以下早稲田大学現代政治経済研究所 HP で公開している。 
・中文（原文） 
http://www.waseda-pse.jp/ircpea/jp/publish/working-paper-j-series/ 
 No.J1305  張世秋「従“煙霧中国”看中国城市 PM2.5 的汚染損失与控制效益」 
・英訳（翻訳） 
http://www.waseda-pse.jp/ircpea/jp/publish/working-paper-e-series/ 
No.E1314 Shiqiu ZHANG “Haze in China”: an overlook of urban PM2.5 pollution 
impacts and control benefits 
 
日本語訳に当たり専門用語に英文と中文注記を加え、文中に引用された一部研究者と論

文情報を補足した。張教授の原文は、中国一般市民向けの啓蒙的文章であるが 3、これに用

語解説と文献を補うことで、中国の研究者たちが長年地道に環境汚染対策に取り組んで来

た成果の一端を、日本の読者に紹介できると考えたためである。張教授には、訳者の問い

合わせに最後まで辛抱強く回答いただき紙面を借りて感謝の意を表する。 
張教授は本文および 2013 年 5 月 9 日の講演で 4、中国での「PM2.5 現象」を、その加熱

報道がもたらすマイナス面を認めたうえで、積極的な評価を与えている。「PM2.5」報道を

契機に、大気汚染に対する議論の輪が一躍中国の市民レベルにまで広がり、政府や各機関

が環境対策や技術導入に本腰を入れる牽引役を果たした。環境規制政策に必要な専門知識

の供給源には、1990 年代初頭から中国の研究者たちが進めてきた学術研究成果が根拠とな

った。無論、張論文が指摘するように、中国の環境経済学はまだ若い学問領域であり、政

策支援能力を楽観視はできない。堅実で信頼に耐え、かつ現実に即した基礎研究推進に、

日本の研究者が協力できることは多いはずである。論文の日本語訳注により、多くの読者

が隣国中国の環境問題と、日本における PM2.5 への反応に対し、理性的な関心を寄せる契

1 本文は、張世秋教授が 2013 年 5 月 9 日、早稲田大学現代政治経済研究所「日本の対外発

信」研究部会（部会主任：砂岡和子）にて、「中国环境与发展挑战及媒体作用（中国の環境

と発展の挑戦およびメディアの役割）」と題し講演した内容に一部基づいている。 
2 巻末略歴参照 
3 张世秋、「控制 PM2.5 效益何在？」、『中国环境报』2013 年 5 月 16 日 
4 上記注１を指す． 
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機となれば幸いである。 
 
張世秋(ZHANG, Shiqiu)教授プロフィール： 

北京大学環境科学与工程学院（College of Environmental Sciences and Engineering：CESE）

教授，副院長、同大環境経済研究所（Institute of Environment and Economy：IoEE）所

長、UNEP Economic Options Committee Co-Chair、UNEP Technology and Economic Assessment 

Panel Memberなど歴任。 

業績など詳細は http://baike.baidu.com/view/2872586.htm（中国語、最終更新 2010 年） 

http://www.china-review.com/schor.asp?id=3028（中国語、最終更新 2005 年） 
最近年の業績は本文「参考文献」を参照のこと。 

 
1、はじめに 
 都市化、工業化、地域経済の一体化の加速に伴い、中国の大気汚染は現在、局地的な一

都市での空気汚染から、地域複合型大気汚染へと変化しつつある。一部地区では地域的規

模の重度大気汚染現象が出現している。北京・天津・河北地区、長江デルタ、珠江デルタ、

およびその他一部の都市群では、明らかに地域型大気汚染の特徴が見られ、かつ蔓延化、

深刻化しつつある。深刻化する環境汚染は地域社会経済の持続的発展にとり甚大な制約要

因となり、一般大衆の健康を脅かすようになった。北京・天津・河北地区、長江デルタ、

および珠江デルタ地域に典型的なように、大気汚染はこれまでの煤煙による汚染から、煤

煙に車の排気ガスが混合した、より複雑な大気汚染に変化している。汚染の影響も一都市

や局地から、より広範囲に及ぶようになり、規制と管理がより困難な広域汚染となってい

る。 
 2011 年末、インターネットから発信された大気汚染騒動によって、それまで学術専門用

語であった PM2.5 という言葉が、一夜にして大衆の「常識」になったばかりでなく、事件

当初からあらゆる環境問題の代名詞のごとくに流布していった。特に 2013 年 1 月、長時間

にわたる高濃度の“煙霧現象”が広範囲に影響を及ぼすに至り、北京、天津、河北、河南、

山東、江蘇、安徽、湖北、湖南など 20 の省や市に、程度の差はあるが極度の低視界と重度

の大気汚染が発生、総面積は実に 140 万平方キロ余りに達した。この事態は社会全体の強

い関心を引き起こし、メディアは「煙霧の中国」と命名して報道した。 
 ネットの噂や不確かな情報への不安から、淘宝ネット 5や店頭ではマスクと空気清浄器が

飛ぶように売れた。各大手 SNS6のブロガーが実名で刻々と発する大規模な呼びかけと、

日々の情報発信に呼応して、携帯用測定器で大気汚染を測るなど、個人レベルの防衛行動

に走る人々が現れた。これら市民発信の社会問題に関する議論は、すぐに政府を動かし、

最終的に各地で汚染観測条例の実施やデータ公開規定が公布され、大気環境新基準の発表、

5 淘宝網（タオバオワン）：中国最大の Web ショッピングサイト。 
6 代表的なサイトに QQ、微信(WeChat)、新浪微博(Sina Weibo)などがある。 
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および各種規制対策と戦略の策定を促す結果となった。 
 今回の社会的議論によって、PM2.5 という専門用語が一般市民の常識とコンセンサスに

なっただけではない。より重要な点は、大気汚染問題に対する大衆の関心が急速に高まっ

た結果、政府が具体的な規制対策に乗り出し、行動計画実施のため大量の資金を投入し、

研究開発や技術導入に踏み切る牽引役を果たしたことである。 
今回、様々な政策対話やマスメディアの報道、そして各種の広報を見る限り、政府が決

心を固め、目標と戦略を設定し、基準を高く設定すれば、現在大都市で起きている大気汚

染問題は近い将来、徹底的に解決できるという論調が多い。しかし、現実は必ずしもこの

ような好意的な期待に応えられるわけではない。都市の大気汚染、特に PM2.5 問題は、そ

の複雑性、長期累積性、社会経済的影響の広汎性、および解決案が及ぼす影響の普遍性の

ため、解決には強い政治的意思が必要なばかりでなく、体系的で長期的な視点に立ち、汚

染防止戦略を設定し、効果的に実施する必要がある。 
以下、PM2.5 汚染による社会経済的損失と、汚染規制の効果という視点から、中国都市

及び地域の PM2.5 の汚染規制問題について、できるだけ詳細に分析検討していく。 
 
2、PM2.5 とその影響 

PM2.5 は大気中に浮遊する固体や液体の微粒子を指す。これは単一の化学物質ではなく、

複数の物質が混合してできた混合物である。これら固体や液体の微粒子は往々にして長く

空気中に留まるため、比較的安定した浮遊構造となり、これを大気エーロゾル（atmospheric 
aerosol,中文“大气气溶胶”）と呼ぶ。大気中の粒子状物質は形状が極めて不規則であり、

幾何学的に直径を測るのは難しいが、粒子の質量や慣性に基づき、空気力学的方法で粒子

の直径が異なる物質を分別し、顆粒の空気力学上の直径を計算することで、そのサイズを

説明する。 
空気力学上、直径が 10～100 ミクロンの粒子は長く空気中に浮遊できず、徐々に地面へ

落下していくため、これらの粒子を粉塵（dust,中文“降塵”）という。一方、直径が 10 ミ

クロン以下の粒子は、長時間大気中に浮遊するばかりか、人間の呼吸器官に吸い込まれる

ことがあるため、これらの粒子を漂流粒子（respirable suspended particles,中文 “飘尘”）、

もしくは、吸入性粒子（inhalable coarse particles,中文 “吸入颗粒物”）という。最近注目

を浴びている PM2.5 は、空気力学上の直径が 2.5 ミクロン以下の粒子で、微小粒子状物質

（fine particulate matter/fine particles,中文 “细颗粒物/细粒子）と呼ばれている。 
PM2.5 の粒子は比較的小さく、人間の上気道を通って、肺などの呼吸器に沈着すれば、

呼吸器の炎症を起こす。一部の超微小粒子は人間の血液に入りこみ、血液の循環により、

全身の健康に影響を与える。第二に、PM2.5 の発生源は複雑であり、多種類の一次生成粒

子との化学反応により構成された二次生成粒子が含まれている。そのため、PM2.5 の化学

成分は非常に多く、なかには人間への健康を及ぼす重金属や多環芳香族炭化水素（polycyclic 
aromatic hydrocarbons(PAH),中文“多环芳烃”）などの毒性物質も含まれている。流行病



に関する数多くの先行研究によって、大気中の粒子状物質、特に微小粒子状物質は、人間

の健康にもっとも危害を及ぼす汚染物とされている（Wilson，Spengler，1996；阚海東，

陳秉衡，2002 ；李延紅，袁東等，2003）。WHO が全世界 3211 都市で行った研究では、

2000 年全世界で吸入性粒子の汚染による感染死亡者数は約 79.9 万人に上り、このうちアジ

ア太平洋地域は 48.7 万人を占めることが明らかになった（Cohen，et al，2005）。粒子状

物質汚染は呼吸器系と循環器系疾病の重要な原因物質でもある。 
多くの研究によれば、粒子状物質、特に大気エーロゾルの存在が可視度の低下と密接な

関係があり、都市の大気光学的質への影響は 99％に達する。このうち大気粒子状物質、特

に微小粒子状物質（通常、人為的に排出された PM2.5 を指す）は、視程を狭める最大要因

とされる。可視度の低下は、直接には道路、航海、航空運輸に甚大な影響を与え、重篤な

場合は飛行機の遅延、高速道路の封鎖や、交通事故などを引き起こす。さらに、微小粒子

状物質による天候の視程悪化は、人々の気持ちにも影響を与え、心の病を誘発する。極端

に大気の視程が劣る天候は、心身の健康にとってマイナス要因となり、市民の生活快適度

に直接影響を与える。生活快適度が人々の生活の質の重要な一部であることは言うまでも

ない。 
 
3、 微小粒子状物質による直接の経済損失 
各国が異なる時期に行なった研究結果は、いずれも空気汚染がもたらした健康被害と、

その経済損失は莫大であることを示している。大気汚染がもたらす経済損失に関する最初

の研究は 1960 年代に始まった。Ridker（1967）の研究は、空気汚染による健康被害の経

済損失を数値化し、評価した嚆矢とされる。彼は人的資本法（the human capital method,
中文“人力资本法”）をもとに、1958 年アメリカで起きた空気汚染によって起きた各種疾病

の経済損失を計算し、当時アメリカの空気汚染による医療負担を 802 億ドルと推定した。 
その後、各国及び世界銀行、世界保健機関等の国際機関が、相次いで空気汚染と健康の

相関研究に着手した。これらの研究をもとに、空気汚染による健康被害を算定し、環境管

理投資、環境政策の実施効果と政策評価の根拠とされた。例えば、アメリカ肺協会（the 
American lung association,中文 “美国肺病协会”）7が 1985 年に行った空気汚染による健

康被害調査では、国が直接医療に使った費用は 160 億ドルで、疾病による生産率低下によ

る経済損失は 240 億ドルに上るとされる。 
また Quaha らの研究者はシンガポールで起きた PM10 による健康被害の研究で、被害関

数（the damage function,中文 “损害函数”）と用量-応答効果法（the dose-response effect,
中文 “剂量-反应法”）を使い、1999 年の損失額を 36.52 億ドルと推定した。これは当時シ

ンガポール GDP の 4.31％を占める（Quaha et al，2003）。 
中国の微小粒子状物質による汚染被害の研究でも、粒子状物質、特に微小粒子状物質に

よる汚染は、中国経済に甚大な損失をもたらすことが判明した。推定方法や、調査範囲の

7 http://www.lung.org/ 
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相違により、経済損失の数値には幅があるが、当該年 GDP の 1％から、高い場合は 7％に

達するケースが報告されている。 
すでに 1990 年代初頭、劉文、過孝民、曲格平、徐寿波、夏光などを初めとする多くの研

究者が、我が国の環境被害のうちの大気汚染について、マクロ面での研究に着手した。空

気汚染被害額の推定範囲は、最少でも 44 億元、GDP の 1.2％を占め、最多では 986 億元と、

GDP の 4.04％になる。1997 年、世界銀行のレポート「青い空―中国 21 世紀の環境展望」

（Blue sky: in the 21st century China's environment、中文 “蓝天碧水：21 世纪中国的环

境”）は、中国の大気と水汚染による被害額を、少なめに見積もっても年間 540 億米ドル、

GDP のおよそ 8％を占めると報告した 8。その後 2007 年、世界銀行は PM10 を空気汚染標

準とし、再度中国の環境汚染被害額を算出した。その結果、2003 年における中国都市部の

大気汚染による健康被害額は、平均 1570～52900 億元で、当時中国 GDP のおよそ 1.2％～

3.8％に相当することが判明した。 
2000 年以降、我が国の一部の研究では人口寄与割合分析法（population attributable 

fraction (PAF)、中文 “帰因危険比”）9を導入し、健康被害程度の推定をはじめた。全国規

模の調査では、於方（2007）を始めとする研究者が、「市―省―全国」へとボトムアップ方

式を採用し、2004 年我が国で発生した大気汚染による健康被害経済損失額を 1703 億元と

推測した。張敏思（2004）は、中国 111 都市における大気粒子状物質汚染による経済損失

の総額を約 292 億米ドルと算定した。地方都市規模の調査では、徐肇翊ら（1996）が瀋陽

で行った大気汚染と死亡率に関する生態学分析に、時系列分析や罹患率の多変量解析を加

え、さらに国内外の大気汚染と疾病率の相関に関する危険度値の多変量解析を総合し、次

のように算定した。瀋陽市の中度、重度の大気汚染区は、軽度汚染区と比べ、毎年死亡者

数が 3000人増加し、仕事に支障が出る日数は 2,469,421日増え、寿命は 173,303年縮まり、

経済損失額は計 23,300 万元になる 10。 
徐億紅等らは人的資本法を採用し、大連市 1996 年の空気汚染による健康被害は年平均

15,734 万元と推定した。周安国（1998）は、浙江省における大気汚染による経済損失の基

礎データを調査した結果、1996 年浙江省で起きた大気汚染による人々の健康損失は 12.7
億元に上ることが分かった。これは大気汚染健康被害総額の 1/3を占める。徐肇翊ら（2003）
は別の方法で、2000 年遼寧省撫順市の大気粒子状物質による健康被害を分析した結果、被

害額は 1.4 億元～3.4 億元で、同年 GDP の 0.75～1.95％を占めると推定した。徐従燕、趙

善倫ら（2004）は、2002 年山東省の大気汚染による経済損失額を約 126.379 億元とはじい

8 THE WORLD 
BANK1997,http://siteresources.worldbank.org/INTEAPREGTOPENVIRONMENT/Res
ources/Clear_Water_Blue_Skies.pdf, China 2020 Series: a World Bank Publications: 
Oxford University Press, USA (July 30, 1998) 
9 公衆衛生学における分析手法のひとつ。 
10 (参考) ともに延数、ちなみに 1996 年瀋陽市の人口は約 667 万人。張世秋教授への質問

への回答による． 
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た。これは同年山東省 GDP の 1.2％である。このうち、健康被害額は 87.68 億元となる。

王艶ら（2006）は人的資本法を使い、2000～2002 年の山東省の大気汚染による人々の健康

被害額、農業損失額、及び汚染除去コストを計算した結果、山東省はこの 3 年間、大気汚

染により毎年 150 億元以上の損失を出していることが分かった。これは当時の GDP の

1.85％～1.92％になる。最近の研究には、健康への影響を測定するさい、用量-応答効果法

を取り入れる場合がある。例えば、韓貴鋒ら（2001）の研究者は、西安市における早期死

亡による賃金損失と、疾病による医療費、および欠勤による収入損失を計算した。この結

果、1995 年西安市で発生した大気中の総浮遊粒子(TPS)が人々の健康に与えた経済損失は

2.01 億元となった。宋赬ら（2006）は、韓貴鋒らの計算方式を参考に、2002 年西安の汚染

状況を調査したところ、大気粒子状物質による健康被害額は 2.516 億元となった。闞海東

ら（2004）は、上海市街地区の大気粒子状物質汚染による健康被害額を 51.5 億元と算定、

これは同年上海の GDP の 1.03％になる。張敏思ら（2007）は GIS 地理情報システムとリ

モートセンシング法を使い、被爆者群と粒子状物質濃度のマッチングによって、2000～2004
年北京市の PM10 による健康被害額を、16.70～36.55 億米ドルと推定した。これは北京一

年の GDP の 5.58～7.06％にあたる。鄒文博、張世秋ら（2010）は、北京市の大気粒子状

物質による早期死亡の経済損失額を算定した。その結果、2001～2006 年、毎年約 30.3～93
億元の損失となり、本項目だけで北京市一年の GDP の 0.8～1.2％となる。黄徳生、張世秋

らの珠江デルタ地域に対する研究では、2006 年当地域で発生した大気粒子状物質汚染によ

る健康経済被害総額を 223.83 億元と試算した。これは当時の珠江デルタ地域 GDP 総額の

1.04％になる（Desheng Huang, Shiqiu Zhang 2012）11。 
また、我々が最近調査を終えたばかりの統計では、2013 年 1 月の１ケ月間、煙霧現象が

直接もたらした交通および健康上の経済損失額は、少なくても約 230 億元となる。このう

ち、急診と往信による健康被害額が全体の 98％を占めた。地域ごとに見ると、煙霧現象の

損失が大きい都市は、主に中国東部と北京・天津・河南地域に集中している。つまり浙江

省、江蘇省、山東省、河北省、上海市、北京市である。このうち、PM2.5 汚染による急性

健康被害が、非煙霧天候時の大気汚染健康被害の 2 倍近くになっている。今後、仮に煙霧

気象が常態になり、それに伴う慢性疾患と早期死亡への波及を考慮すると、煙霧現象によ

る潜在的健康被害は毎年 2000 億元になる恐れがある。これは実に 2012 年毎月の全国 GDP
の 5.2％となる。ただし大気の状態が一年中、2013 年 1 月と同程度とは限らないため、こ

の数字はおそらく高すぎと思われる（穆泉、張世秋 2013）12。 
 
 

11 Desheng Huang, Jianhua Xu, Shiqiu Zhang. Valuing the health risks of particulate 
air pollution in the Pearl River Delta, China. Environmental Science and Policy 15 
(2012), pp. 38-47 
12 穆泉、张世秋。2013 年 1 月中国大面积雾霾事件直接社会经济损失评估。中国環境科学 
2013 第 33 卷，第 11 期。P2087-2095 

                                                   



4、 PM2.5 防止による顕著なメリット 
PM2.5 の濃度を下げ、汚染被害を減らすことは、人々の健康水準を引き上げ、可視度を

改善し、建築物の腐食軽減など、諸方面で効果があり、経済と社会福祉を大幅に向上でき

る。近年の流行病研究では、大気粒子状物質は人々の健康と密接な関係があることが判明

しており、なかでも吸入性粒子、特に微小粒子状物質 PM2.5 は、健康に重篤な被害をもた

らすことが実証されている。国外の研究結果も同様で、大気粒子状物質による健康被害、

及び都市粉塵による視程の低下が、あらゆる大気汚染被害の中で最も比重が大きい。した

がって、大気粒子状物質、特に吸入性粒子による汚染の防止は、空気を清浄化するだけで

なく、人々の健康へのマイナス影響を回避し、社会経済損失を低減して、人々の生活の質

向上に寄与するメリットがある。 
2010 年から、我々は北京・天津・河北地域における PM2.5 抑制効果について研究を行っ

てきた。流行病総合研究の成果に基づき、環境健康リスク評価技術と、環境価値評価方法

を用い、本地域で実施され、2012 年公布された「新大気環境基準」（中文 “空气质量标准”）

の PM2.5 濃度基準による効果と、その経済効益について評価を行った。その結果、北京・

天津・河北地域が実現可能な健康利益はトータルで年 612～2,560 億元になる。これは 2009
年当地区 GDP の 1.66～6.94％となる。内訳を見ると、河北省は本基準実現によるトータル

な健康便益が最も大きいのに対し、北京、天津、石家荘の大都市は、健康改善と経済利益

が顕著である。北京・天津・河北地域の PM2.5 汚染抑制による健康経済効果は、主に早期

死亡と慢性気管支炎の減少効果によるもので、これが全利益の 90％を占める。 
北京・天津・河北地域は都市により PM2.5 の汚染程度が異なり、住民の特徴も大きく異

なる。このため、PM2.5 汚染抑制がもたらす健康効果も差異が大きい。従って、この地域

の大気管理や地域間協力に当たっては、地域差を十分に考慮すべきである。 
 

5、 結び 
大気微粒子，とくに微小粒子状物質である PM2.5 は人体への危害が大きく、疾病治療費

負担を大幅に増加させ、生活福利の低減や、生命の質の低下をもたらし，時には寿命を縮

めることすらある．同時に PM2.5 微細粒子物質は可視度低下の重要な原因でもあり、低可

視度は交通や住民の快適度など、極めて甚大な悪影響をもたらす。いずれの関連研究でも、

PM2.5 汚染問題は大きな社会的損害をもたらすことが指摘されており、従って粒子状物質

汚染の抑制は、人々の健康レベルを改善し、直接的かつ顕著な環境効果、および経済効果

を生むことがわかる。人々の社会福祉の向上促進にも大きな効果が期待できる。 
大気汚染による損失推定、各業界―企業―地域による各種汚染抑制措置や政策手段のコ

スト分析、および大気汚染抑制の効果評定を行うことは、大気汚染管理の重要な支援策と

なる。現政府の基本責任の一つは、低コストにより公共管理目標を実現することであり、

決して金に糸目をつけず目的を達成することではない。このため、中国 PM2.5 汚染の管理

は、必ずやコスト効果が高い（すなわち、各機関別に汚染物質排気量の費用コストを減ら



す方法で）措置を優先し、汚染の抑制を行うべきである。つまり総費用対効益（または効

果）、もしくは最小コストで汚染抑制を実現できる戦略を選択すべきである。中国国内でも

この方面の研究が始まっているとは言え、しかし費用対効果を最大化できる戦略策定のバ

ックボーンとなるにはまだギャップが大きい。堅実で信頼に耐え、現実に即した基礎研究

の推進が急務である。 
この外にも、我が国の大気細粒状物質による汚染は、地域性や複雑性という特徴を有し

ており、地域同士が共同で管理しないと、重要かつ現実的、有意義で緊喫の抑制策となり

えない。地域同士が連携して対策を講じるには、地域共通の抑制目標を立て、社会に訴え

ることが重要かつ基本的な前提条件となる。これによって PM2.5 濃度を効果的にコントロ

ールして損害を低減できるだけではなく、現今の PM10 のみに準拠する標準的な大気管理

の欠陥を補うことが可能となる。健康により重篤な影響をもたらす PM2.5 の濃度に着目す

ることで、継続的に空気の質のコントロールと管理システムを完備してゆくことができる

のである。 
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